
 

原子力発電所の火山影響評価ガイドにおける 

「設計対応不可能な火山事象を伴う火山活動の評価」に関する 

基本的な考え方について 

 

平成３０年３月７日 
原 子 力 規 制 庁 

 

本年２月２１日に開催された第６７回原子力規制委員会において、更田委員長から、

火山の巨大噴火に関する基本的な考え方について改めて分かりやすくまとめるよう指

示があったので、「原子力発電所の火山影響評価ガイド」（以下「火山ガイド」とい

う。）における考え方を以下のとおり整理した。ここで「巨大噴火」とは、地下のマ

グマが一気に地上に噴出し、大量の火砕流によって広域的な地域に重大かつ深刻な災

害を引き起こすような噴火であり、噴火規模としては、数１０㎞ 3 程度を超えるよう

な噴火を指している。 

１．設計対応不可能な火山事象を伴う火山活動の評価について 

〇火山影響評価は、火山ガイドの図１に従って行っており、このうち、設計対応不可

能な火山事象については、当該事象が原子力発電所の運用期間中に影響を及ぼす可

能性が十分小さいかどうかを評価する。過去に巨大噴火が発生した火山については、

「巨大噴火の可能性評価」を行った上で、「巨大噴火以外の火山活動の評価」を行

う。 

２．巨大噴火の可能性評価の考え方について 

〇巨大噴火の可能性評価に当たっては、火山学上の各種の知見を参照しつつ、巨大噴

火の活動間隔、最後の巨大噴火からの経過時間、現在のマグマ溜まりの状況、地殻

変動の観測データ等から総合的に評価を行い、火山の現在の活動状況は巨大噴火が

差し迫った状態にあるかどうか、及び運用期間中に巨大噴火が発生するという科学

的に合理性のある具体的な根拠があるかどうかを確認する。 

〇巨大噴火は､広域的な地域に重大かつ深刻な災害を引き起こすものである一方、そ

の発生の可能性は低頻度な事象である。現在の火山学の知見に照らし合わせて考え

た場合には運用期間中に巨大噴火が発生する可能性が全くないとは言い切れないも

のの、これを想定した法規制や防災対策が原子力安全規制以外の分野においては行

われていない。したがって、巨大噴火によるリスクは、社会通念上容認される水準

であると判断できる。 
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〇したがって、上記を考慮すれば、巨大噴火の可能性の評価については、現在の火山

学の知見に照らした火山学的調査を十分に行った上で、火山の現在の活動状況は巨

大噴火が差し迫った状態ではないことが確認でき、かつ、運用期間中に巨大噴火が

発生するという科学的に合理性のある具体的な根拠があるとはいえない場合は、少

なくとも運用期間中は、「巨大噴火の可能性が十分に小さい」と判断できる。 

３．巨大噴火以外の火山活動の評価の考え方について 

〇巨大噴火以外の火山活動について、その活動の可能性が十分小さいと判断できない

場合には、火山活動の規模と設計対応不可能な火山事象の評価を行うこととなる。

噴火の規模を特定することは一般に困難であるため、火山ガイドに従い、「検討対

象火山の過去最大の噴火規模」について火山事象の評価を行うこととなる。ここで

「検討対象火山の過去最大の噴火規模」には、当該検討対象火山の最後の巨大噴火

以降の最大の噴火規模を用いる。 

 

（参考）火山活動のモニタリングについて 

〇火山活動のモニタリングは、「運用期間中の巨大噴火の可能性が十分小さい」と評

価して許可を行った場合にあっても、この評価とは別に、評価の根拠が継続してい

ることを確認するため､評価時からの状態の変化を検知しようとするものである。

また､火山ガイドでは､モニタリングにより火山活動の兆候を把握した場合には､当

然のこととして､原子炉の停止を含めた対処方針を事業者が事前に定めておくこと

とされている。事業者の火山活動のモニタリング評価結果については、原子炉安全

審査会に設置されている原子炉火山部会において少なくとも年一回評価することと

している。 

〇また、原子力規制委員会が策定する原子炉の停止等に係る判断の目安についても原

子炉火山部会において検討中である。 
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